
様式第７号（第２１条関係） 
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  令和 5年 6月 30日 

 

 

 

 佐賀県県民協働課長 様 

 

 

住  所 佐賀県鳥栖市村田町1250-1 

    特別養護老人ホーム真心の園内 

団 体 名 ケア・サポーターズクラブ佐賀 

代表者職・氏名 中川原 三和子            

電話番号  0942-50-5543 

 

佐賀県ふるさと寄附金「ＮＰＯ等を指定した支援」による 

寄附金活用実績報告書 

 

  令和４年度において当団体に交付された佐賀県ふるさと寄附金「ＮＰＯ等を指定した支援」を活

用して下記のとおり事業を実施したので、佐賀県ふるさと寄附金（「県民協働の地域づくり」及び「Ｎ

ＰＯ等を指定した支援」）による寄附金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 活用実績報告書（様式第７号 別紙１） 

２ 収支決算書（様式第７号 別紙２） 

 

 

  



（様式第７号 別紙１） 

 
 
 令和４年度 佐賀県ふるさと寄附金「ＮＰＯ等を指定した支援」による寄附金活用実績報告書 

 
団体名 ケア・サポーターズクラブ佐賀 

 
１ 事業実施期間   令和 4 年 4 月 1日から 令和 5 年 3 月31日まで 

 

２ 事業の成果（県民の便益にどのようにつながったのかについて記載） 

  

 講習会や研修会を通して、世界、全国そして本県における女性・女子、子供の現状を県民に認識し

ていただき、その支援の必要がいかに重要であるかを拡げていき、県民の福祉の向上の一助となった。 

 

３ 寄附金を活用して行った事業の実施に関する事項 

(1) 今年度寄附金を活用して行った事業（GCFを行った場合はGCF名とその内容を記載） 

事 業 名 具体的な事業内容 

(A)実施日時 

(B)実施場所 

(C)従事者の人数 

(D)受益対象

者の範囲 

(E)人数 

事業費の 

支出金額 

(単位：千円) 

①女性と女

子 の 自 立

に 関 す る

啓発事業 

 

 

女性・女子、子供の貧困の現

状と自立支援及び弱い立場 

の者を救う医療現場の現状

等の講演会、研修会を開催し

た。 

1、 講演会の開催 

1、 

(A)12月 3日 

(B)佐賀市(ニュ

ーオータニ) 

(C)5人 

1、 

(D)県民 

(E)約 50人 

  

526 

 

 

2、 

(A)随時 

(B)佐賀市内 

(C)5人 

2、 

(D)当該事業

に関心のある

方 

(E)各5～10人 

 

2、研修会の開催 

 

 

 (A) 

(B) 

(C) 

(D) 

(E) 

0 

 

(2) 次年度繰越金が発生する場合、その活用見込み 

事 業 名 具体的な事業内容 
(A)実施日時 

(B)実施場所 

事業費の 

支出金額 

(単位：千円) 

①女性と女

子 の 自 立

に 関 す る

啓発事業 

女性・女子、子供の貧困の現状と 

自立支援に関する啓発 

(講演会、研修会開催) 

(A) 令和5年 9月、11月 

講演会 

研修会 随時 

(B)佐賀市 

450 

 

 

 



（様式第７号 別紙２） 

 

収 支 決 算 書 

区  分 決算額（円） 備  考 

収 
 

入 

佐賀県ふるさと寄附金 639,500 寄附 655千円×9/10＋50千円 

          IPアドレス導入 

   

   

   

   

収入 計 639,500   

支 
 

出 

〇事業名 女性と女子の自立に

関する啓発事業 

 

 

 

賃金 79,000  

旅費 120,000  

消耗品費 31,660  

印刷・製本費 10,860  

使用料・賃借料 123,280 パソコンリース 62,920 

固定 IPアドレス 30,360 

電話代 30,000 

委託料(ホームページ維持費) 162,000 11,000×12カ月＋30,000 

〇義援金 0  

返礼品等の調達に係る費用 37,932  

返礼品等の送付に係る費用 7,700  

ふるさと納税の広報に係る費用 0  

ふるさと納税の事務に係る費用 10,368  

次年度繰越金 56,700 次年度、女性と女子の自立に関する 

啓発事業に充当予定 

支出 計 639,500  

○GCF を行った場合は、GCF の事業単位で支出を区分して記載してください。その他の事業について

もできるだけ事業単位で記載してください。 

○支出区分は、謝金、旅費、印刷製本費、消耗品費、使用料等に分けて記載してください。 

経理上の区分名で記載して構いません。 

○領収書等は事業終了後５年間保存してください。 

 


